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3.3.6 側方流動に対する基礎の三次元数値シミュレーションの研究(その１) 
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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 側方流動に対する基礎の三次元数値シミュレーションの研究(その１) 

 

(b) 担当者 

所 属 役 職 氏 名 

東北大学 大学院 工学研究科 教 授 

教 授 

講 師 

助 手 

修士課程 

風間 基樹 

池田 清宏 

渦岡 良介 

堤成 一郎 

芝崎 水無子 

 

(c) 業務の目的 

 本業務では、液状化に起因した側方流動地盤中の基礎の破壊を高精度に予測できる手法

を確立することを目的とする。地盤-基礎の相互作用を扱う三次元有効応力解析手法を用

い、模型振動台実験データとの詳細な比較を行うことで、液状化地盤と構造物の挙動をよ

り詳細に考察し、手法の問題点・改良点を明らかにする。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施計画 

1) 平成１４年度： 

① 現有の三次元有効応力解析手法を用い、当該年度実施予定の側方流動に対する基礎の破

壊メカニズム解明のための模型実験の事前予測を行う。地盤-基礎の有限要素モデル作成、

地盤の材料パラメータの設定、三次元数値シミュレーション、解析結果の整理および考

察を行う。 

② 関連流動則に基づく繰返し弾塑性構成式の要素シミュレーションを行い、構成則の基本

的性能を把握する。 

 

2) 平成１５年度： 

① 引き続き、現有の三次元有効応力解析手法を用い、当該年度実施予定の側方流動に対す

る基礎の破壊メカニズム解明のための模型実験の事前予測を行う。地盤-基礎の有限要素

モデル作成、地盤の材料パラメータの設定、三次元数値シミュレーション、解析結果の

整理および考察を行う。 

② 関連流動則に基づく繰返し弾塑性構成式を導入した三次元有効応力解析手法を用い、一

次元土柱モデルの応答解析など基本的な境界値問題の解析を通じて、手法の確立を図る。

地盤の有限要素モデル作成、地盤の材料パラメータの設定、三次元数値シミュレーショ

ン、解析結果の整理および考察を行う。 

 

3) 平成１６年度： 

① 総合評価を行う。 

② 全体のまとめを行う。 
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(e) 平成１４年度業務目的 

①  現有の三次元有効応力解析手法を用い、当該年度実施予定の側方流動に対する基礎の破

壊メカニズム解明のための模型実験の事前予測を行う。実験結果と解析結果の比較を通

じて、解析手法の適用性を明らかにする。 

②  関連流動則に基づく繰返し弾塑性構成式の要素シミュレーションを通じて、構成則の基

本的性能を把握する。 

 

 

(2) 平成１４年度の成果 

 
(a) 業務の要約 

平成１４年度は次の各項目を実施した。 
1)  現有の三次元有効応力解析手法による振動台実験の事前予測 

 現有の三次元有効応力解析手法を用い、土木研究所で実施された振動台実験の事前予測を行

った。地盤-基礎の有限要素モデル作成、地盤の材料パラメータの設定、三次元数値シミュレー

ション、解析結果の整理および考察を行った。 

2)  関連流動則に基づく繰返し弾塑性構成式の基本性能の把握 

 はじめに繰返し弾塑性構成式に関するレビューを行った。次に関連流動則に基づく弾塑性構

成式の要素シミュレーションを通じて、構成式の繰返し載荷に対する基本的挙動の把握、パラ

メータ設定法の確立を行った。 
 

(b) 業務の実施方法 
1) 現有の三次元有効応力解析手法による振動台実験の事前予測 

 土木研究所で実施された実験ケース 1-3（杭頭回転自由、護岸平行方向加振）（土研、

2003）を対象として、LIQCA による事前予測を実施した。模型実験での境界条件、豊

浦砂の材料特性、模型実験での振動台波形を既知の情報として解析を実施した。 
 
2) 関連流動則に基づく繰返し弾塑性構成式の基本性能の把握 

 繰返し弾塑性構成式に関するレビューの結果から、粘土から砂にわたる土の大変形、繰返

し負荷、初期ならびに誘導異方性に適応でき、塑性不安定現象および時間依存性挙動の

解析への適用など、その後の発展も期待される拡張下負荷面モデルを取り上げ、その応

答特性の把握を試みる。要素シミュレーションの対象として、非排水条件下における繰

返しせん断試験の計算を行った。 

 

(c) 業務の成果 
1) 現有の三次元有効応力解析手法による振動台実験の事前予測 

 

a) 解析手法 
 解析には Oka ら（1999）の砂の繰返し弾塑性モデルを組み込んだ 3 次元有効応力解

析コード LIQCA を用いた。場の方程式の定式化には、2 相混合体理論に基づいた土骨
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格の変位と間隙水圧を未知数とする u-p formulation（Oka ら、1994）を用いており、

力のつりあい式と連続式が連成したものとなっている。有限要素法（固相の変位）と有

限差分法（要素重心での過剰間隙水圧）を適用し、空間離散化を行う。また、時間積分

には Newmark のβ法を用いる。 
 筆者らは、本解析手法を用いて飽和傾斜地盤を流動直交方向に加振した模型振動台実

験のシミュレーション（渦岡ら、2000；文ら、2001）や、護岸背後の杭基礎建物の被災

シミュレーション（渦岡ら、2002）を実施しており、本解析手法が実験値を概ね再現で

きることを確認している。 
 

　　　　　　　　　　　　密な豊浦砂層
　　　　　　　　　（支持層）

　　　　　　　ゆるい豊浦砂層
　　　　　　（液状化層）

　　　　　　　　粗砂またはレキ
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図 1 実験模型（土研，2003） 

  
 

図 2 FEM モデル 
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b) 解析条件 
(i) 解析モデル 
 解析モデルは土木研究所の模型仕様（土研、2003）に基づき作成した。土層構成およ

び杭構成を図 1 に示す。この土層構成をもとに、作成した FEM モデルを図 2 に示す。

豊浦砂および粗砂（硅砂 2 号）からなる地盤はアイソパラメトリックソリッド要素、矢

板はプレート要素、杭はビーム要素とソリッド要素からなるハイブリッド要素でモデル

化した。また、水位以下の地盤要素については、過剰間隙水圧を考慮したが、矢板前面

の水は考慮していない。 
 杭のハイブリッド要素は杭体自体の体積を再現するための一手法（Zhang ら、2000）
であり、ここでは杭のヤング率の 9 割をビーム要素に 1 割をその周辺のソリッド要素（弾

性）に持たせている。杭のヤング率は地盤のそれに比べて 3 オーダー程度大きいことか

ら、ビーム要素周辺のソリッド要素のヤング率は地盤のそれより 2 オーダー程度大きく

なる。これによって、ビーム要素周辺のソリッド要素は杭の曲げ変形にさほど影響を与

えないと同時に、地盤のように大きく変形せず、杭体の大きさを表現することが可能と

なる。 
 

(ii) パラメータの設定 
(イ) 地盤材料 

 模型地盤を構成している全ての材料（硅砂、豊浦砂）について、砂の弾塑性モデルを

適用した。各土層に対して設定したパラメータを表 1 に示す。パラメータ設定において

は、以下に示す豊浦砂に対する既往の室内試験結果および土木研究所で別途実施された

硅砂に対する室内試験結果を参考とした。 
・豊浦砂の密な砂に対する中空ねじり試験（Tatsuoka ら、1982）：Dr=90%（模型地

盤では 89%）の豊浦砂の液状化強度の設定。RL10=0.60（DA=7.5%）程度。 
・豊浦砂の低拘束圧下における中空ねじり試験（河上ら、1998；古関・河上、1999；

古田・古関、2001）：Dr=50%（模型地盤では 49%）の豊浦砂の液状化強度の設定。

RL10=0.23（DA=7.5%）程度。 
・豊浦砂のせん断剛性と間隙比の関係（Iwasaki and Tatsuoka、1977）：豊浦砂の初

期せん断剛性の設定。 
・豊浦砂の等方圧密膨潤試験（Pradhan ら、1989）：豊浦砂の膨潤指数、圧縮指数の

設定。 
・豊浦砂のストレス－ダイレイタンシー関係（Pradhan ら、1989）：豊浦砂の変相角

の設定。 
・豊浦砂の CD 試験（Fukushima and Tatsuoka、1984）：豊浦砂の内部摩擦角の設

定。 
・硅砂 2 号に対する CD 試験（土木研究所実施）：硅砂 2 号の内部摩擦角の設定。 
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 表-1 に示すパラメータのうち、密度から変相応力比までは、上記の既往の室内試験結

果から直接設定したものである。このうち、 
・ 透水係数については、粒度分布から Creager の経験式より推定している。 

・ 擬似過圧密比については、水位以深の層は水浸により過圧密の状態となることから

1.5 と設定した。この条件は当初の実験条件（土研、2002）によるものであり、実

表 1 モデルパラメータ 

土層名 硅砂2号
豊浦砂
Dr=50%

豊浦砂
Dr=90%

密度 ρ (t/m3) 1.92 1.92 2.00
透水係数 k (m/s) 1.1×10-2 1.0×10-4 1.0×10-4

初期間隙比 e0 0.791 0.791 0.642
せん断波速度 Vs (m/s) 105 105 130
液状化強度（N=10） RL10 0.23 0.23 0.60
圧縮指数 λ 0.0039 0.0039 0.0036
膨潤指数 κ 0.0002 0.0002 0.0002
擬似過圧密比 OCR 1.0 1.5 1.5
初期せん断係数比 G0/σ'm 3108 3108 3243
破壊応力比 Mf 1.229 1.229 1.406
変相応力比 Mm 0.909 0.909 0.909
硬化関数中のパラメータ B0 6600 6600 15000
〃 B1 120 120 100
規準ひずみ（塑性剛性） γp

r - 0.003 0.010
規準ひずみ（弾性剛性） γe

r - 0.006 0.030
ﾀﾞｲﾚｲﾀﾝｼｰ係数 D0 0.5 0.5 0.5
ﾀﾞｲﾚｲﾀﾝｼｰ係数 n 5.0 5.0 5.0  
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 図 3(a) 液状化強度曲線 図 3(b) 動的変形特性 
 （豊浦砂 Dr=50%） （豊浦砂 Dr=50%） 
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 図 4(a) せん断応力－せん断ひずみ関係 図 4(b) 有効応力経路 
 （豊浦砂 Dr=50%） （豊浦砂 Dr=50%） 
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際の条件（豊浦砂 Dr=50%は水中落下により作成）とはやや異なっている。 

・ 初期せん断係数比については、間隙比から経験式で算定される微小ひずみ域でのせ

ん断弾性係数を各土層の中央深度での平均有効応力で除して算定した。 

 一方、表-1 に示すパラメータのうち、硬化パラメータからダイレイタンシー係数まで

のパラメータは、液状化強度を目標として、中空ねじり試験のシミュレーションを実施

して、試行錯誤で設定した。設定したパラメータによる豊浦砂（Dr=50%）の液状化強

度曲線および動的変形特性を図 3 に示す。図中には目標とした液状化強度も示している。

目標繰返し回数 10 回のシミュレーションにおけるせん断応力～せん断ひずみ関係と有

効応力経路を図 4 に示す。なお、豊浦砂（Dr=90%）については、目標の液状化強度を

正確に再現することが困難であったため、目標値よりも強い液状化強度を有するパラメ

ータ値とした。 
 硅砂 2 号については、内部摩擦角が豊浦砂（Dr=50%）と同程度（36-37 度）であっ

たこと、CD 試験以外の試験結果が不足していることから、硅砂 2 号のパラメータは豊

浦砂（Dr=50%）と同一とした。 
(ロ) 杭、矢板材料 

 杭、矢板はともに弾性材料とした。鋼材のヤング率は 200GPa、密度は 7.85t/m3 とし

た。実験模型の諸元から、杭径は 50mm、肉厚は 1mm として、ビーム要素の断面積、

断面 2 次モーメントを算定した。実験模型の諸元から、矢板は板厚 6mm として、断面

積を算定した。 
 

(iii) 初期条件、境界条件および入力動 
 土骨格に対する境界条件として、底面は水平・鉛直方向を固定、側方は土槽壁面法線

方向を固定した。ハイブリッド要素である杭のビーム要素については、最下端のみ全方

向固定した。杭のソリッド要素については、ビーム要素とは同一節点を共有し、周辺の

地盤要素とは鉛直方向のすべり（水平成分は杭・地盤同一変位）を考慮した。これは初

期応力解析において、杭周辺地盤に不自然なせん断応力を発生させないためである。矢

板のプレート要素については、最下端のみ鉛直方向を固定した。なお、模型実験では矢

板最下端の水平方向は拘束されていないが、加振後の矢板最下端の水平変位は小さいこ

と、解析で矢板最下端の水平変位を非拘束とするとジョイント要素（土槽底面と地盤間）

が必要となり煩雑となること、などから解析では矢板最下端の水平変位も拘束した。ま

た、地盤との境界部はすべり（矢板法線方向は矢板・地盤同一変位）を考慮した。 
 間隙水に対する境界条件として、水位面を水頭 0 の排水境界、その他の要素面は全て

流量 0 の非排水境界とした。また、矢板の両面も非排水とした。 
 地盤の初期有効応力状態を算定するため、動的解析と同一の FEM モデルを用いて静

的排水自重解析を実施した。その際、模型実験での模型作成手順をできるだけ模擬する

ため、以下の二段階で初期応力解析を実施した。 
① 矢板上端の水平成分を固定し、地盤の有効重量を考慮して、自重解析を行った。

解析後に矢板上端で固定した水平成分での節点力を得た。 
② 矢板上端の水平成分を自由とし、①の応力状態のもと、①で得た節点力を作用さ

せ、加振前の応力状態を算定した。 
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上記①のステップでは地盤は簡易な弾完全塑性モデルとし、②のステップでは動的解析

と同じ弾塑性モデル（表 1 に示したパラメータを使用）とした。初期応力解析の結果、

得られた地盤内の(a)平均有効応力および(b)偏差応力比（ /ij ij ms s σ ′ ）の分布図を図 5 に

示す。偏差応力比の分布図にみられるように、杭前面から矢板背後地盤では高い偏差応

力比となっており、この領域では初期状態からすでに地盤がせん断破壊状態に近い状態

にある。実際、実験でも矢板上端の拘束をはずしたとき、矢板は約 35mm 前面に変位し

ており、矢板背面地盤は加振前から既に大きなひずみ履歴を受けていると考えられる。

なお、今回行った初期応力解析では、正確には実験条件（土研、2003）を再現できてい

ない。実験ではステップ①において、矢板深度方向の二カ所（硅砂層上面から 10cm お

よび 40cm の深度）で矢板変位を拘束しているが、解析では矢板上端および下端で矢板

変位を拘束している。このような理由もあって、上記②のステップにおいて、35mm も

の矢板の水平変位を再現することはできなかった。より精度の高い初期応力解析を実施

するには、実験条件の正確な再現、さらには地盤の材料パラメータの見直しなどが必要

となるが、今後の課題としたい。 
 入力動として、振動台で計測された護岸平行方向の加速度波形を用いた。この加速度

を剛基盤での加速度とした。入力加速度を図 6 に示す。 
 数値解析上の解析条件として、計算時間増分は 0.00125 秒、Newmark 法の係数はβ

=0.3025、γ=0.6 とした。Rayleigh 減衰として、初期剛性比例型を用いた。その係数は、

矢板背後地盤の 1 次固有周期 0.06 秒に減衰定数 3%を仮定して、0.00055 とした。動的

解析時間は 7 秒である。 

   
 (a) 平均有効応力 (b) 偏差応力比 

図 5 初期応力解析の結果 
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c) 解析結果 
(i) 地盤の過剰間隙水圧  

液状化発生の可能性が高い豊浦砂（Dr=50%）の代表点での過剰間隙水圧比の時刻歴

を図 7 に示す。出力した要素位置は図 8 に示す P1 から P4 の 4 点である。これらの点

は実験での間隙水圧計の位置と概ね対応している。ここで、過剰間隙水圧比は加振で発

生した地震時増分間隙水圧を初期有効土被り圧で除した値である。図 7 に示すように矢

板前面 P1 では完全液状化に達しているが、矢板背面の P2 から P4 ではいずれの点でも

完全液状化に至っていない。矢板背後の P2 では負圧が発生しているが、これは矢板背

後地盤のせん断破壊によって有効応力が減少できないことに起因している。杭と土槽壁

面の中間に位置する P3 では、加振の影響により全応力の変化分が過剰間隙水圧比の変

動に表れている。P4 では完全液状化に至らず、加振終了直後から消散している。これら

の傾向は、P4 での解析値が実験値よりやや小さい点を除いて、実験結果（土研、2003）
とよく整合している。 

次に模型全体に着目する。加振開始後 5 秒後の過剰間隙水圧比分布を図 9 に示す。な

お、図には加振後の変形状況（実際の変形量を 5 倍に拡大）も併せて示している。図 9
に示すように、矢板前面の豊浦砂（Dr=50%）はほぼ全域で過剰間隙水圧比が 1 に達し

ているのに対して、矢板背面の豊浦砂（Dr=50%）では、杭周辺で 0.5 程度の過剰間隙

水圧比、その他は 0.2 未満の過剰間隙水圧比となっている。また、加振方向に直交する

土槽面付近で過剰間隙水圧比がやや高くなっているのは、加振による全応力の変化の影

響によるものである。 
 

(ii) 地盤の変位 
図 9 に示した矢板および地盤の変形モードは実験結果（土研、2003）と定性的にはよ

く一致している。矢板上端における背後地盤の護岸法線方向および鉛直方向の変位の時

刻歴を図 10 に示す。出力した節点は図 8 に示したとおりである。図に示すように、解

析は実験での矢板の護岸法線方向への変位量を過小に評価している。また、実験では加

振初期の段階で比較的大きな変形が生じているが、解析ではその傾向がみられない。地

盤変位の定量的な予測に関しては、先に述べたような初期応力解析の見直しも含めて、

さらに検討が必要である。 
 

(iii) 杭の断面力 
加振後の杭の曲げモーメントの深度分布図を図 11 に示す。ここでは、図 12 に示す 6

本の杭を対象として出力した。実験、解析とも矢板に近いほど杭下端での曲げモーメン

トが大きくなる傾向を示しており、この点では解析は実験をよく再現している。手前側

の No.1～No.3 と中央列の No.4～No.6 の最大曲げモーメントを比較すると、解析では

手前側の No.1～No.3 の方が中央列の No.4～No.6 よりやや大きな値を示しているが、

実験では海側と山側で異なる傾向を示している。 
最大曲げモーメントについては、解析は実験値をやや過小に評価している。この結果

は杭周辺の地盤変位分布を反映したものと考えられ、図 10 に示したように地盤の変形

を解析は過小評価したことが一因となっている。ただし、杭位置での地盤変位の予測精
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度については、さらに詳しい検討が必要である。つぎに、曲げモーメントの深度分布形

状に着目すると、解析では豊浦砂（Dr=50%）と豊浦砂（Dr=90%）の境界付近（深度-1.1m）

で最大値が発生しているが、実験ではやや深い部分で最大値が発生している。 
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図 7 過剰間隙水圧比の時刻歴 
 

   
 図 8 出力要素・節点 図 9 加振後の変形と間隙水圧分布 
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図 10 矢板上端における背後地盤の変位の時刻歴 
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特に、矢板から離れるほど実験と解析の分布の違いが大きくなっている。本ケースは杭

頭自由であるため、杭上端では曲げモーメントは発生せず、豊浦砂（Dr=90%）の下部

層内で最大値が発生することになるが、最大値の発生位置は解析と実験でやや異なって
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図 1１ 杭の曲げモーメントの深度分布 
 

 
図 1２ 出力対象となる杭 
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いる。このような実験と解析の相違点については、杭周辺地盤の変形状況が関係してい

ると考えられ、今後さらに考察が必要である。 
 
2) 関連流動則に基づく繰返し弾塑性構成式の基本性能の把握 

a) 既往の研究の整理 

 土木・建築構造物の耐震設計および機械構造物の耐振設計においては、繰返し負荷に

対する材料の弾塑性挙動の表現が不可欠である。しかし、古典弾塑性論においては、降

伏面の内部はいかなる応力変化によっても塑性変形を生じない“（純粋）弾性域”である

と仮定するため、例えば、応力振幅一定の繰返し負荷に対して、初期負荷時のみ塑性変

形を生じ、第 2 サイクル以降は弾性変形のみが繰り返されて、塑性変形の蓄積、つまり

力学的ラチェット現象を表現できない。したがって、古典論は、構造物の耐震設計や機

械・器具の耐振設計には適用できないと考えられる。 
 そこで 1960 年代以降、繰返し負荷に対する塑性変形挙動を表現するためのモデル、

つまり繰返し塑性モデルが種々提案されてきた（多面モデル：Mroz, 1966, 1967; Iwan, 
1967; 二面モデル：Krieg, 1975; Dafalias and Popov, 1975; Hashiguchi, 1985 a; 無数

面モデル：Mroz et al., 1981; 単面モデル：Dafalias and Popov, 1977; Mroz et al., 1979; 
Hashiguchi, 1985 b; 初期下負荷面モデル：Hashiguchi and Ueno, 1977; Dafalias and 
Herrmann, 1980; 拡張下負荷面モデル：Hashiguchi, 1986, 1989）。特に拡張下負荷面

モデルは、繰返し塑性モデルとしての力学的要求条件、すなわち、連続性条件、滑らか

条件、仕事率・剛性緩和およびMasing効果のすべてを満たす。また、本モデルは金属

(Hashiguchi and Yoshimaru, 1995)ならびに土(Hashiguchi et al., 1989; Topolnicki, 
1990)の繰り返し負荷に対する適用性が高いことが示されている。さらに、関口（1993）
は、拡張下負荷面モデルの概念が過圧密粘土の力学特性を簡明に表現するとともに、繰

返し負荷特性の予測においては不可欠な概念であると指摘している。 
 一方、材料の異方性は、金属ではバウシンガー効果をもたらす移動硬化則、すなわち、

降伏面の偏差応力方向への平行移動によって簡明に表現し得るが、土では降伏面が常に

原点（応力 0 点）をかろうじて含んでいると考えられることから移動硬化は適用できな

い。特に、実際の地盤の変形解析においては、異方性は重要な土の特性であり、その力

学特性に異方性がどのように関与しうるか具体的に評価する必要がある。Sekiguchi 
and Ohta (1977)は圧密地盤の初期異方性の表現を回転した降伏面によって表せること

を示した。Hashiguchi (1977, 1979b)は、これを回転硬化と称して、その発展則の規定

により、誘導異方性の表現も可能にしている (橋口他、1996; Hashiguchi and Chen, 
1998)。その後、時間依存性弾塑性構成式への拡張も行われている（Hashiguchi et. al., 
1998; Hashiguchi, 2001; Hashiguchi and Okayasu, 2001）。 
 また、関連流動則による塑性流動方向の緩和およびせん断帯発生やバルジ型変形モー

ドに代表される塑性不安定現象の解析を目的として、降伏面の接線方向応力速度成分の

うち、偏差成分による非弾性変形を拡張下負荷面モデルに導入した接線塑性―下負荷面

モデルが提案されている(Hashiguchi and Tsutsumi, 2001; Tsutsumi et. al., 2001)。こ

のモデルを用いて、正規および過圧密材料の非排水平面ひずみ条件下におけるせん断帯

発生の解析を行い、その発生メカニズムの解明が行われている (Hashiguchi and 
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Tsutsumi, in press)。また、車輪走行、潮流および地震等による繰返し載荷過程におい

て、その支持地盤内では主応力軸方向が回転することが知られているが、室内実験によ

り、この主応力方向の回転に伴って非弾性変形が生じることが明らかにされている。こ

れは、塑性ひずみ速度が主応力およびその速度では表されないことを意味しているが、

接線塑性―下負荷面モデルにより合理的に表現可能であることが示されている（堤他 , 
2002; Tsutsumi and Hashiguchi, submitted）。 
 ここでは粘土から砂にわたる土の大変形、繰返し負荷、初期ならびに誘導異方性に適

応でき、塑性不安定現象および時間依存性挙動の解析への適用など、その後の発展も期

待される拡張下負荷面モデル(橋口他、1996; Hashiguchi and Chen, 1998)を取り上げ、

その応答特性の把握を試みる。 
 なお、用いた構成式の詳細はここでは省略するので、文献(橋口他、1996; Hashiguchi 
and Chen, 1998)を参照されたい。 
 

b) 解析結果 

 本モデルの応答特性を把握するために、非排水平面ひずみ条件において、等方応力状

態を初期状態とし、応力一定振幅による繰返しねじりせん断試験の計算を行う。対象と

した材料は、豊浦砂（Dr=50%）である。なお、相似中心の移動およびせん断硬・軟化

の影響に注目し、表 2 に示される 4 つのモデルを用いて計算を行った。計算に用いた初

期値および材料定数を表 3 に示す。 
 

表 2 計算に用いたモデルの分類 

せん断硬・軟化  
無（ µ = 0） 有（ µ ≠ 0） 

無（ c = 0） Ａモデル Ｂモデル 相似中心

の移動 有（ c ≠ 0） Ｃモデル Ｄモデル 

 
 

表 3 初期値および材料定数 

0σ =9.8 I 

0F = 20 

ν = 0.33 
ρ = 0.0025 
γ = 0.0018 

φ = 40 
u = 20 
c = 10 
µ = 0.2 

dφ = 33 
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 A (下負荷面)、B (せん断硬・軟化を考慮した下負荷面)、C (相似中心の移動を考慮し

た拡張下負荷面)および D (せん断硬・軟化および相似中心の移動を考慮した拡張下負荷

面)モデルによる繰返しせん断試験結果を図 12 の（p,τ）空間および図 13 の（γ,τ）

空間に示す。まず、せん断硬・軟化および相似中心の移動を考慮しない A モデルの（p,
τ）空間における応答は、繰返しせん断に伴って有効応力が低下していくが、一定の有

効応力到達後は同じ経路を辿り、繰返しによる応力低下を表現し得ない。また、（γ,τ）

空間においても、ほぼ直線状に同じ経路を辿り、非弾性ひずみ増分はほとんど生じずに、

繰返しに伴うヒステリシス・ループを表現していない。次に、A モデルへせん断硬・軟

化を考慮した B モデルにおいては、載荷初期は A モデルとほぼ同様な応答を示している

が、有効応力の低下に伴って、軟化を伴いながら、非弾性変形を生じている。また、A
モデルへ相似中心の移動を考慮した C モデルは、（γ,τ）空間において実験で観測され

るループを表現しているが、有効応力の低下を表現し得ていない。最後に、せん断硬・

軟化および相似中心の移動の両者を考慮した D モデルは、（p,τ）空間における有効応

力の低下および（γ,τ）空間における軟化による大変位をよく再現しており、液状化現

象を表現可能であることがわかる。 
 

(d) 結論ならびに今後の課題 

1) 現有の三次元有効応力解析手法による振動台実験の事前予測 

・矢板背後側の豊浦砂（Dr=50%）では液状化が発生しなかったこと、矢板近傍の背後

地盤では負の過剰間隙水圧が発生したことなど、解析は実験値をよく再現した。 
・初期応力解析に関して、ここで用いた方法では矢板上端の拘束解放時の矢板変位を適

切に評価できていない。また、加振後の矢板の変位を解析は過小評価した．矢板の拘

束条件など初期応力解析の見直しが必要である。 
・杭に作用する曲げモーメントに関して、解析は各杭での深度分布を定性的には再現し

たが、最大値やその発生位置などにはやや違いがみられた。杭周辺の地盤の変形状況

などにも着目した考察がさらに必要である。 
 
2) 関連流動則に基づく繰返し弾塑性構成式の基本性能の把握 

・繰返し載荷によるひずみ集積の表現には、相似中心の移動およびせん断硬・軟化の考慮が不

可欠であることがわかった。今後、初期および誘導異方性の有無による繰返し応答特性の把

握、さらにＦＥＭへの組み込みにより、繰返し載荷を含む具体的境界値問題での予測特性の

把握が必要となる。 
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(3) 平成 15 年度業務計画案  

 

(a) 現有の三次元有効応力解析手法による振動台実験の事前予測 

 平成 14 年度に引き続き、現有の三次元有効応力解析手法を用い、当該年度実施予定の側方流動

に対する基礎の破壊メカニズム解明のための模型実験の事前予測を行う。平成 14 年度は流動直交

方向の加振のみを対象としたが、平成 15 年度は流動平行方向の加振も対象として、多方向入力時

の地盤と基礎の挙動について検討する。 
 具体的には、平成 14 年度と同様に地盤-基礎の有限要素モデル作成、地盤の材料パラメータの

設定、三次元数値シミュレーション、解析結果の整理および考察を行う。実験結果と解析結果の

比較を通じて、解析手法の適用性を明らかにする。また、解析結果に基づき、多方向入力下での

流動地盤の動的挙動や基礎の挙動のメカニズムを考察する。 
 
(b) 新しい弾塑性構成式を用いた三次元有効応力解析手法の開発 

 関連流動則に基づく弾塑性構成式を導入した三次元有効応力解析手法を用い、一次元土柱モデ

ルの応答解析など基本的な境界値問題の解析を通じて、手法の確立を図る。一次元土柱モデルに

は、検証のための実測値が得られている問題を対象とする。一例として、平成 14 年度に実施した

振動台実験における矢板背後地盤の一次元土柱モデルなどがある。 
 具体的には、まず、平成 14 年度に要素シミュレーションで用いた構成式を現有の三次元有効応

力解析手法に組み込む。その後、一次元土柱モデルを対象として、地盤の有限要素モデル作成、

地盤の材料パラメータの設定、三次元数値シミュレーション、解析結果の整理および考察を行う。

実験結果と解析結果の比較を通じて、解析手法の適用性を確認し、必要に応じてプログラムの改

良を行う。 
 


